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株主各位

(証券コード　9849)
2025年６月５日

株 主 各 位
東京都台東区北上野一丁目９番12号

代表取締役　社長執行役員 市川　裕三

第74回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第74回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますのでご案内申し上げます。

　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事
項）について電子提供措置をとっており、インターネット上の以下の各ウェブサイトに
「定時株主総会招集ご通知」として電子提供措置事項を掲載しております。

　当社ウェブサイト　https://www.kyodopaper.com
（上記の当社ウェブサイトにアクセスいただき、メニューより「IR情報」「株式情報」
「株主総会」を順に選択いただき、ご確認ください。）

　東京証券取引所ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「共同紙販ホール
ディングス」または「コード」に当社証券コード「9849」を入力・検索し、「基本情報」
「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」にある「株主総会招集通知/株主総会
資料」欄よりご確認ください。）

　なお、当日ご出席されない場合は、インターネットまたは書面（郵送）によって議決
権を行使することができますので、後述のご案内に従って2025年６月26日（木曜日）
午後５時までに議決権をご行使くださいますようお願い申し上げます。

敬　具
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株主各位

１．日 時 2025年６月27日（金曜日）午前10時
２．場 所 東京都中央区八重洲一丁目３番７号

八重洲ファーストフィナンシャルビル３階　ベルサール八重洲「Room４」
（末尾の株主総会会場ご案内図をご参照ください。）

３．目的事項
報告事項 １. 第74期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）

事業報告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人および監査等委員会の
連結計算書類監査結果報告の件

２. 第74期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
計算書類の内容報告の件

決議事項
議 案 取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

４．議決権行使についてのご案内
　次頁「議決権行使についてのご案内」をご参照ください。
　⑴インターネットおよび書面（郵送）の両方で議決権行使をされた場合は、最後に行われた

ものを有効な議決権行使としてお取り扱いいたします。なお、インターネットによる議決権
行使と議決権行使書面が同日に到着した場合は、インターネットによるものを有効な議決権
行使としてお取り扱いいたします。

　⑵書面（郵送）により議決権を行使された場合の議決権行使書において、議案に対する賛否の
表示がない場合は、賛成の表示があったものとしてお取り扱いいたします。

 

株主総会での株主様へのお土産のご用意はございません。何卒、ご理解くださいますようお願
い申し上げます。

記

以　上

◎株主総会参考書類、事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた場合は、インター
　ネット上の当社ウェブサイトのほか東証ウェブサイトに修正前後の内容を掲載させていただき
　ます。
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議決行使についてのご案内

議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使してくださいますようお願い申し上
げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

議決権行使書用紙を会場受付に
ご提出ください。

議決権行使書用紙に議案に対する
賛否をご表示の上、ご返送くだ
さい。

次頁の案内に従って、議案の賛否を
ご入力ください。

日　時 行使期限 行使期限

2025年６月27日（金曜日）
午前10時

2025年６月26日（木曜日）
午後５時到着分まで

2025年６月26日（木曜日）
午後５時入力完了分まで

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内
議 決 権 行 使 書

株主番号
御中

　○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

1. ○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○

2.

お　願　い
議決権行使個数 個

○年○月○日

株式会社○○○○

株式会社○○○○

○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
○○○○○○○
株式会社○○○○

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○

3.

4.

こちらに議案の賛否をご記入ください。
議　　　案

◦ 全員賛成の場合 「賛」の欄に〇印
◦ 全員反対する場合 「否」の欄に〇印

◦ 一部の候補者を
反対する場合

「賛」の欄に〇印をし、
反対する候補者の番号を
ご記入ください。

※議決権行使書はイメージです。

見 本
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議決行使についてのご案内

インターネットによる議決権行使のご案内

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

議決権行使コードおよびパスワードを入力することなく議決権
行使ウェブサイトにログインすることができます。

議決権行使
ウェブサイト https://www.web54.net

　

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。２

「スマート行使」での議決権行使は１回に限り
可能です。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですが
PC向けサイトへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の
「議決権行使コード」・「パスワード」を入力してログイン、
再度議決権行使をお願いいたします。
※‌‌QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイト
へ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。１
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※‌‌「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

見 本
見 本

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。４

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。１

「次へすすむ」を
クリック

議決権行使書用紙に記載された「パスワード」をご入力
ください。

３

議決権行使書用紙に記載された「議決権行使コード」を
ご入力ください。

２

「議決権行使コード」
を入力

「ログイン」を
クリック

「パスワード」
を入力
実際にご使用になる新
しいパスワードを設定
してください

「登録」をクリック

※操作画面はイメージです。

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォンの操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

三井住友信託銀行　証券代行ウェブサポート 専用ダイヤル
電話番号：0120－652－031（フリーダイヤル）

（受付時間　９:00～21:00）
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事業の経過およびその成果

(自　2024年 4 月 1 日
至　2025年 3 月31日)
事　業　報　告

１. 企業集団の現況に関する事項
⑴ 事業の経過およびその成果

　　　当連結会計年度における我が国経済は、インバウンド需要の高まりと雇用・所得環境の改善に
　　より、緩やかな回復基調で推移しました。一方で、継続する物価上昇による個人消費の減少や、
　　急激な為替変動などが経済・社会に深刻な影響を及ぼしております。
　　　国内紙流通業界におきましては、イベントやインバウンド関連使用の印刷用紙は順調に推移
　　したものの、企業や官公庁のコスト削減や加速するデジタル化推進の影響で紙需要の減少が顕著
　　になり一層厳しさを増しております。また、運送・物流業界の「2024年問題」による運賃の
　　上昇や配送リードタイムの確保等も大きな課題となっております。
　　　このような状況下で当社グループは、安定供給と適正価格を維持した販売に努めるとともに、
　　プライベートブランドをはじめとする環境に配慮した森林認証紙の販売促進に取り組んでまいり
　　ました。その結果、販売数量及び売上高は前年に比べて微増しましたが、仕入コストの高騰に
　　より利益率が低下し、利益は大幅に減少しました。

　　　当連結会計年度の経営成績は、売上高16,888百万円（前期比1.0％増）、営業損失10百万円
　　（前期は94百万円の利益）、経常利益27百万円（前期比77.5％減）、親会社株主に帰属する
　　当期純利益28百万円（前期比52.4％減）となりました。

－ 5 －
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事業の経過およびその成果

（単位：数量トン、金額千円）
期　　別

品　　目

(自　2023年 4 月 1 日
至　2024年 3 月31日)

前連結会計年度

　
(自　2024年 4 月 1 日
至　2025年 3 月31日)

当連結会計年度

　
比較増減

構 成 比 構 成 比

印 刷 用 紙
数 量 51,823 61.5％ 54,926 64.0％ 106.0％
金 額 9,587,802 57.3 10,041,036 59.5 104.7

情 報 用 紙
数 量 18,230 21.7 17,171 20.0 94.2
金 額 4,360,508 26.1 4,129,931 24.5 94.7

産 業 用 紙
数 量 14,170 16.8 13,739 16.0 97.0
金 額 2,248,471 13.4 2,164,588 12.8 96.3

そ の 他 金 額 528,395 3.2 552,769 3.2 104.6

合 計
数 量 84,223 100.0 85,836 100.0 101.9
金 額 16,725,176 100.0 16,888,324 100.0 101.0

　セグメント別の業績の概況は、次のとおりであります。
① 洋紙卸売事業

　売上高は16,795百万円（前期比0.9％増）、セグメント利益（営業利益）は279百万円
（前期比26.1％減）となりました。

② 不動産賃貸事業
　売上高は108百万円（前期比0.6％増）、セグメント利益（営業利益）は45百万円
（前期比2.3％増）となりました。

③ 物流事業
　売上高は296百万円（前期比1.9％増）、セグメント利益（営業利益）は33百万円
（前期比77.3％増）となりました。

　商品売上高を品目別にみますと、印刷用紙につきましては、数量では54,926トン、売上高は
10,041百万円、情報用紙につきましては、数量では17,171トン、売上高は4,129百万円、産業
用紙につきましては、数量では13,739トン、売上高は2,164百万円、その他につきましては、
売上高は552百万円となりました。
当社グループの商品別の販売数量、売上高

（注）「その他」は、不動産賃貸、保管、加工、配送等による収入額を記載しております。
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対処すべき課題、資金調達の状況、設備投資の状況、財産および損益の状況

⑵ 対処すべき課題
　　　国内紙流通業界を取り巻く環境は、更なるデジタル化の加速や、物価上昇による個人消費の
　　停滞などの要因を背景に紙需要の減少が更に進むものと予想されます。一方で、環境負荷の
　　少ない循環型の紙素材は引き続き多様な用途で使用され、デジタル媒体との共存が図られていき
　　ます。当社グループは、こうした流れを逃すことなく取扱商品の多角化に取り組み、企業価値
　　向上を目指してまいります。

⑶ 資金調達の状況
　該当事項はありません。

⑷ 設備投資の状況
　該当事項はありません。

決 算 期

区　　分
第71期

(2021.４～2022.３)
第72期

(2022.４～2023.３)
第73期

(2023.４～2024.３)
第74期

(2024.４～2025.３)
（当連結会計年度）

（千円）
売 上 高 14,085,761 17,023,669 16,725,176 16,888,324

（千円）
経 常 利 益 13,761 184,786 120,777 27,173

（千円）
親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益

171,726 101,229 58,808 28,016

（円）
１ 株 当 た り 当 期 純 利 益 256.47 151.18 87.29 41.45

（千円）
総 資 産 9,691,914 10,198,989 9,978,337 9,521,477

（千円）
純 資 産 3,691,464 3,833,658 3,982,445 3,899,075

（円） 5,511.97 5,724.70 5,890.07 5,766.961 株 当 た り 純 資 産

⑸ 財産および損益の状況
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重要な親会社および子会社の状況、主要な事業内容、主要な事業所

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

関 東 流 通 株 式 会 社 100,000千円 100％ 紙の保管・加工・配送

ファイビストオフィス株式会社 500千円 20％ 洋紙卸売

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社未来戦略研究所 3,000千円 33.3％ 調査研究

⑹ 重要な親会社および子会社の状況（2025年３月31日現在）
① 親会社の状況

　該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

（注）ファイビストオフィス株式会社の持分は100分の50以下でありますが、実質的に支配しているため
　　　子会社としております。

③ 持分法適用会社

⑺ 主要な事業内容（2025年３月31日現在）
　当社グループは、洋紙および板紙の販売を主たる業務としております。
　当社が洋紙および板紙を顧客へ販売しており、関東流通株式会社が当社を含む顧客商品の
　保管・加工・配送を行っております。
　また、当社はファイビストオフィス株式会社を通じて特殊紙等を仕入れております。

当 社

本　社：東京都台東区

支　店：北関東（埼玉県深谷市） 大阪（大阪府東大阪市）
　　　　名古屋（愛知県名古屋市） 福岡（福岡県福岡市）
　　　　仙台（宮城県仙台市） 鹿児島（鹿児島県鹿児島市）

関 東 流 通 株 式 会 社 （子会社） 本　社：埼玉県戸田市

⑻ 主要な事業所（2025年３月31日現在）
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使用人の状況、主要な借入先の状況、事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況、他の会社の事業の譲受けの状況

事 業 区 分 使  用  人  数 前連結会計年度末比増減

洋 紙 卸 売 事 業 114名 15名減

不 動 産 賃 貸 事 業 0 －

物 流 事 業 13 １名減

全 社 （ 共 通 ） 14 －

合　　　計 141 16名減

使 用 人 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

128名 15名減 50.4歳 23.1年

⑼ 使用人の状況（2025年３月31日現在）
① 企業集団の使用人の状況

（注）１. 使用人数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループ
への出向者を含む就業員数であります。

２. 全社（共通）として記載されている使用人数は、特定の事業に区分できない管理部門に所属している
ものであります。

② 当社の使用人の状況

（注）使用人数は、当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む就業員数であります。

⑽ 主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）
　該当事項はありません。

⑾ 事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　該当事項はありません。

⑿ 他の会社の事業の譲受けの状況
　該当事項はありません。
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他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況、吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承
継の状況、その他企業集団の現況に関する重要な事項

⒀ 他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　該当事項はありません。

⒁ 吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　　　該当事項はありません。

⒂ その他企業集団の現況に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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株式の状況

① 発行可能株式総数 2,000,000株
② 発行済株式の総数 675,971株

（自己株式59,373株を除く。）
③ 株主数 2,113名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
千株 ％

日 本 製 紙 株 式 会 社 126 18.71

日 本 紙 通 商 株 式 会 社 78 11.59

日 本 紙 パ ル プ 商 事 株 式 会 社 71 10.58

K P P グ ル ー プ ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 44 6.53

巣 鴨 信 用 金 庫 18 2.66

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 16 2.47

郡 司 光 太 10 1.57

新 生 紙 パ ル プ 商 事 株 式 会 社 10 1.56

郡 司 勝 美 10 1.51

堀 川 産 業 株 式 会 社 7 1.06

株 式 数 交 付 対 象 者 数

取締役（社外取締役を除く） －株 －名

２. 会社の現況
⑴ 株式の状況（2025年３月31日現在）

④ 大株主

（注）１. 当社は、自己株式を59,373株保有しておりますが、上記大株主からは除外しております。
２. 持株比率は自己株式を控除して計算しております。

⑤ 当事業年度中に職務執行の対価として当社役員に対し交付した株式の状況

（注）当社の株式報酬の内容につきましては、事業報告13頁「２．⑵⑤　取締役の報酬等」に記載して
　　　おります。
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会社役員の状況

会社における地位 氏 名 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代 表 取 締 役 会 長 郡 司 勝 美 関東流通㈱代表取締役社長
代表取締役社長執行役員 市 川 裕 三
代表取締役副社長執行役員 木 村 純 也 管理本部長
取 締 役 金 　 谷 　 吉 之 助 専務執行役員全店営業統括
取 締 役 坂 本 浩 紀 専務執行役員経営企画本部長兼監査室長
取締役（監査等委員） 川 島 英 明 弁護士（川島法律事務所代表）
取締役（監査等委員） 大 春 　 敦
取締役（監査等委員） 斉 藤 賢 司 日本製紙㈱営業企画本部長代理兼営業企画部長兼バイオマ

スマテリアル事業推進本部事業転換推進室主席調査役
取締役（監査等委員） 女 屋 　 健 日本紙通商㈱参与経営管理本部長

⑵ 会社役員の状況
① 取締役の状況（2025年３月31日現在）

（注）１. 取締役（監査等委員）川島英明氏､大春 敦氏、斉藤賢司氏および女屋 健氏は社外取締役であります。
なお、当社は取締役（監査等委員）川島英明氏および大春 敦氏を、東京証券取引所の定めに基づく
独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

２. 社外取締役 川島英明氏、大春 敦氏、斉藤賢司氏および女屋 健氏と当社の取引関係はありません。
３. 当社は、監査等委員会の監査が実効的かつ円滑に執行されるために監査室がその業務の補助を行い、

コンプライアンス全般を担当する経営企画本部と連携して監査等委員会の職務を十分補完しているた
め、常勤の監査等委員を選定しておりません。

② 責任限定契約の内容の概要
　当社と各社外取締役は、会社法第427条第１項および当社定款の規定に基づき、同法第423
条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。
　当該契約に基づく損害賠償責任限度額は法令が定める額であります。

③　補償契約の内容の概要
　　該当事項はありません。
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会社役員の状況

役員区分 報酬等の総額
（千円）

報酬の種類別の総額（千円） 対象となる
役員の員数

（名）基本報酬 業績連動
賞与

譲渡制限付
株式報酬

　取 締 役（監査等委員を除く） 94,250 84,360 － 9,890 ５

　取 締 役（監査等委員）
（うち社外取締役）

8,400
（8,400）

8,400
（8,400）

－
（－）

－
（－）

４
（４）

合　　　計
（うち社外取締役）

102,650
（8,400）

92,760
（8,400）

－
（－）

9,890
（－）

９
（４）

④　役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　当社は、保険会社との間で、当社の取締役（当事業年度中に在任していたものを含む。）を
被保険者とする、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結してお
り、保険料は全額当社が負担しております。当該保険契約の内容の概要は、被保険者である対
象取締役が、その職務の執行に関し責任を負うこと、または当該責任の追及に係る請求を受け
ることによって生ずることのある損害を当該保険契約により保険会社が補填するものであり、
１年毎に契約更新しております。なお、次回更新時には同内容での更新を予定しております。

⑤　取締役の報酬等
イ．当事業年度に係る取締役の報酬等の総額

（注）１．取締役（監査等委員）は、全員社外取締役であり、他に社外取締役はおりません。
２．譲渡制限付株式報酬は、2023年８月９日付で対象取締役５名に交付された29,672千円（6,500株）
　　のうち、当事業年度分として費用計上された金額を記載しております。
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会社役員の状況

ロ．取締役の報酬等についての株主総会決議に関する事項
a．取締役（監査等委員を除く。）の報酬限度額は、2016年６月29日開催の第65回定時株

主総会において、年額150,000千円以内と決議をいただいております。当該定時株主総
会終結時点の対象取締役（監査等委員を除く。）の員数は６名であります。
また、2018年６月28日開催の第67回定時株主総会において取締役（監査等委員および
社外取締役を除く。）に対する譲渡制限付株式報酬制度導入をご承認いただき、上記報
酬限度額の範囲内で年額30,000千円以内、株式数の上限を7,000株、譲渡制限期間を３
年間とすることにつき決議をいただいております。本制度は、対象取締役に対し企業価
値の持続的な向上を図るインセンティブを与えるとともに、対象取締役の報酬と株式価
値とを連動させ、株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的としております。
なお、当該株主総会終結時点の本制度対象取締役の員数は５名であります。

b．取締役（監査等委員）の報酬限度額は、2016年６月29日開催の第65回定時株主総会
において、年額30,000千円以内と決議をいただいております。当該定時株主総会終結
時点の対象取締役（監査等委員）の員数は４名であります。

ハ．取締役の個人別報酬等の決定方針に関する事項
取締役（監査等委員を除く。）報酬は、固定報酬としての基本報酬（金銭報酬）と、短

期業績連動報酬である賞与（金銭報酬）および中長期的な企業価値向上へのインセンティ
ブとしての譲渡制限付株式報酬の３つで構成されております。

報酬総額は、株主総会で決議された年間報酬限度額の範囲内で、役位・連結業績・株式
の市場価格等を勘案して算定された原案を、代表取締役と独立社外取締役2名で構成され
る指名・報酬諮問委員会で検証・審議のうえ、毎年株主総会後に行われる取締役会におい
て決定します。

取締役（監査等委員）報酬は、その職務に鑑み固定報酬としての基本報酬（金銭報酬）
のみとし、株主総会で決議された年間報酬限度額の範囲内で、監査等委員の協議により
決定します。

取締役の個人別報酬等の内容にかかる決定方針は以下のとおりです。
a．基本報酬に関する方針

月例の固定報酬とし、役位および担当職務に基づき取締役会で決定します。
b．業績連動報酬に関する方針

取締役（監査等委員を除く。）に対し、事業年度ごとの連結業績等を踏まえ、計画達成
度合いに応じて算出した賞与原案を、指名・報酬諮問委員会でその妥当性につき検証・
審議のうえ、取締役会で決定します。
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会社役員の状況

c．非金銭報酬に関する方針
取締役（監査等委員を除く。）が中長期的な業績向上と企業価値増大に貢献する意欲を
一層高めることを目的として譲渡制限付株式報酬制度を導入しております。連結業績お
よび中期計画等を勘案して株主総会で決議された限度額と上限株数の範囲内で交付総額
の原案を策定し、取締役会で決定します。個人別の割当については、役位および在任期
間、業績貢献度合い等を総合的に評価し、指名・報酬諮問委員会において検証・審議の
うえ決定します。

ニ．取締役の個人別報酬等の決定に係る委任に関する事項
　取締役（監査等委員を除く。）の個人別報酬額は、取締役会の決議に基づき代表取締役
会長 郡司勝美がその具体的内容の決定につき委任を受けるものとし、その権限の内容は、
各取締役の金銭報酬（基本報酬および賞与）の額と評価配分とします。委任した理由は、
当社全体の業績等を俯瞰しつつ各取締役の担当領域に対する職責を評価するには代表取締
役会長が最も適していると判断したためであります。なお、委任された決定事項は、その
妥当性につき指名・報酬諮問委員会において検証されており、個人別報酬等の決定方針に
沿うものであると判断しております。

⑥ 社外役員に関する事項
イ. 他の法人等との兼職状況（他の法人等の業務執行者である場合）および当社と当該他の法

人等との関係
・取締役（監査等委員）川島英明氏は、川島法律事務所の代表を兼務しております。なお、

当社と川島法律事務所との間には特別な関係はありません。
・取締役（監査等委員）大春　敦氏は、他の法人との兼職はありません。
・取締役（監査等委員）斉藤賢司氏は、当社の主要株主である日本製紙株式会社の従業員を

兼務しております。なお、当社は日本製紙株式会社の持分法適用関連会社であり、同社
　製品を販売代理店を通して購入しております。
・取締役（監査等委員）女屋　健氏は、当社の主要株主である日本紙通商株式会社の従業員

を兼務しております。なお、当社は日本紙通商株式会社との間に商品仕入等の取引関係が
あります。
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会社役員の状況

区　分 氏　名 出席状況、発言状況および
社外取締役に期待される役割に関して行った職務の概要

取 締 役
（監査等委員） 川 島　英 明

当事業年度開催の取締役会14回のうち12回に出席し、監査等委員会
７回のうち７回に出席いたしました。
弁護士として企業法務に精通しており、その高度な専門知識・経験を
もとに、主にコンプライアンスの視点から積極的に意見を述べるな
ど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果たし
ております。また、指名・報酬諮問委員として客観的・中立的立場で
当社の取締役候補者の選定や取締役報酬の妥当性につき検証を行って
おります。

取 締 役
（監査等委員） 大春　　敦

当事業年度開催の取締役会14回のうち14回に出席し、監査等委員会
７回のうち７回に出席いたしました。
紙業界において長年にわたり営業部門の要職を歴任されており、その
豊富な知識と業務執行経験をもとに、主に監査・監督的視点から適切
な意見を述べるなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適
切な役割を果たしております。また、指名・報酬諮問委員として客観
的・中立的立場で当社の取締役候補者の選定や取締役報酬の妥当性に
つき検証を行っております。

取 締 役
（監査等委員） 斉 藤　賢 司

当事業年度開催の取締役会14回のうち13回に出席し、監査等委員会
７回のうち６回に出席いたしました。
紙業界において営業管理部門の要職を歴任されており、その豊富な知
識と経験をもとに、経営管理・企画の観点から積極的に意見を述べる
など、意思決定の妥当性・適正性を確保するための適切な役割を果た
しております。また、監査等委員会において、営業管理に関する助言
を行うなど、適宜必要な発言を行っております。

取 締 役
（監査等委員） 女屋　　健

当事業年度開催の取締役会14回のうち13回に出席し、監査等委員会
７回のうち６回に出席いたしました。
紙業界において、経営企画部門の要職を歴任されており、その豊富な
経験・知見から適宜必要な助言を行い、意思決定の妥当性・適正性を
確保するための適切な役割を果たしております。また、監査等委員会
において、経営管理に関する助言等を行っております。

ロ. 当事業年度における主な活動状況
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会計監査人の状況

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 18,500千円

当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 18,500千円

⑶ 会計監査人の状況
① 名称　　　　　永和監査法人

② 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬の額は区分できず、当事業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。

２. 監査等委員会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況および報酬見積りの算出
根拠等が適切であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について
会社法第399条第１項の同意の判断をいたしました。

③ 会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　監査等委員会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断した
場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議案の内容を決定いたし
ます。
　また、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合
は、監査等委員会は監査等委員全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場
合、監査等委員会が選定した監査等委員は、解任後最初に招集される株主総会において、会計
監査人を解任した旨およびその理由を報告いたします。
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業務の適正を確保するための体制、剰余金の配当等の決定に関する方針

⑷ 業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況の概要
　当社は、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その他
会社の業務の適正を確保するための体制について、以下のとおり取締役会で決議し取り組んで
おります。

① 当社グループの取締役および使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保する体制
ａ. 取締役会は、コンプライアンス体制にかかる行動規範を制定し、取締役および使用人が法
令・定款、社会規範を遵守した行動をとるとともに、社内へその内容を周知徹底しており
ます。

ｂ. 監査室は、「内部監査規程」に基づく内部監査を実施し、会社の業務が法令・定款および
社内規程に則して適正かつ妥当に実施されているかについて調査・検証し、その結果を
社長および監査等委員会に報告しております。

ｃ. 経営企画本部は、「ヘルプライン規則」に基づき、法令違反その他コンプライアンス違反
の未然防止および早期発見のための通報・相談窓口となり、その内容を社長および監査等
委員会に報告しております。

② 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
ａ. 経営企画本部は、「文書管理規程」に基づき、次に定める文書（電磁的記録を含む）を関
連資料とともに保存しております。
株主総会議事録、取締役会議事録、その他経営に関する会議議事録、取締役を最終決裁者
とする起案書および契約書、その他文書管理規程に定める文書類

ｂ. 前項に定める文書は、保存媒体に応じて適切かつ確実に検索性の高い状態で保存管理する
こととし、必要に応じて閲覧可能な状態を維持することとしております。

③ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
ａ. 「リスク管理基本規程」および「危機管理細則」を定め、リスク管理体制を構築しており
ます。

ｂ. 不測の事態が発生した場合には、社長を本部長とする対策本部を設置し、外部アドバイザ
ー等と連携して迅速な対応を行い、損害の拡大を防止しこれを最小限に止める体制を整え
ております。
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業務の適正を確保するための体制、剰余金の配当等の決定に関する方針

④ 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
ａ. 取締役会を毎月開催するほか、取締役会を補完する機関として経営戦略会議を毎週開催
し、営業状況の実務的な検討や職務執行に関する報告等、経営環境変化への対応と迅速な
意思決定ができる体制をとっております。

ｂ. 「取締役会規程」「職務分掌規程」「職務権限規程」において、各職位に分掌する職務権
限とその行使手続きを明確に定め、職務執行の効率化を図っております。

⑤ 当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
ａ. 「共同紙販ホールディングス行動規範」をグループ会社も共有し、法令・定款、社会規範
を遵守した行動をとっております。

ｂ. 当社は、グループ会社から定期的に業務報告を受け、必要に応じて適切なサポートを行
い、グループ全体の経営効率化を推進しております。

ｃ. 監査室は、グループ会社の内部監査を実施し、その結果を社長および監査等委員会に報告
しております。

⑥ 監査等委員会の職務を補助すべき取締役および使用人に関する事項、当該取締役および使用
人の監査等委員以外の取締役からの独立性に関する事項、当該取締役および使用人に対する
監査等委員会の指示の実効性の確保に関する事項
ａ. 監査等委員会の監査が実効的かつ円滑に執行されるために監査室がその業務の補助を行
い、監査等委員会の職務を補完しております。

ｂ. 監査等委員会の補助を行う使用人について、その人事異動・懲戒処分等は、監査等委員会
の事前の同意を得なければならないものとしております。

⑦ 監査等委員会への報告に関する体制および報告をした者が当該報告をしたことを理由として
不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制
ａ. 監査等委員は、重要な意思決定の過程および業務の執行状況を把握するため、必要に応じ
て取締役会以外の重要な会議に出席できるものとしております。

ｂ. 取締役および使用人は、法令等の違反行為等、当社または当社グループに対し損害を及ぼ
す恐れのある事実について、監査等委員会に対して速やかに報告するものとしておりま
す。

ｃ. 監査等委員会は、その職務執行上報告を受ける必要があると判断した事項について、取締
役および使用人に報告を求めることができることとしております。

ｄ. 当社は、監査等委員会への報告を行った取締役および使用人に対し、当該報告を行ったこ
とを理由として不利な取り扱いを行うことを禁止しております。
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業務の適正を確保するための体制、剰余金の配当等の決定に関する方針

⑧ 監査等委員の職務の執行について生じる費用または債務の処理に係る方針に関する事項
　監査等委員がその職務の執行について生じる費用の前払いまたは償還等の請求をしたとき
は、担当部署において審議の上、当該費用または債務が監査等委員の職務の執行に必要でない
と認められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理することとしております。
⑨ その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制
　監査等委員会は、必要に応じて監査等委員以外の取締役および使用人からの個別ヒアリング
の機会を設けるとともに、社長、会計監査人とそれぞれ適宜に意見交換を行っております。
⑩ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方および排除に向けた体制
ａ. 「共同紙販ホールディングス行動規範」において、反社会的勢力および団体との関係拒絶

について明記し、断固とした姿勢で臨むことを基本方針としております。
ｂ. 反社会的勢力からの不当要求に対する窓口を総務企画部と定め、情報収集や他企業との情
報交換に努めております。また、有事に備えて、「反社会的勢力排除に向けた取組」およ
び「反社会的勢力対応マニュアル」を整備するとともに、警察、顧問弁護士との連携を強
化しております。

【業務の適正を確保するための体制の運用状況】
　運用状況につきましては、コーポレート・ガバナンスに関する基本方針に基づき、各部署にお
いて適切な運営に努めており、監査等委員会と監査室が緊密な連携を取ることによって、十分な
モニタリングに努めております。また、週１回開催される経営戦略会議において継続的に経営上
のリスクを検討し、内部統制システムの実効性の向上を図っております。

⑸ 剰余金の配当等の決定に関する方針
　当社は株主の皆様のご期待に応えるため、経営基盤の強化と収益力の向上に努めてまいりま
す。利益配分につきましては、業績状況を勘案した上で可能な限り安定した配当を維持していく
方針であります。
　当社の剰余金の配当は期末配当の年１回を基本としております。また、会社法第459条第１項
および同第460条第１項に基づき、「剰余金の配当等については、法令に別段の定めのある場合
を除き、取締役会の決議によって定める」旨を定款に規定しております。
　これらの方針に基づき、当事業年度の期末配当金につきましては、１株につき50円とさせて
いただきました。
　なお、期末配当金は2025年６月30日からお支払いいたします。
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連結貸借対照表

（2025年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受取手形及び売掛金
電 子 記 録 債 権
商 品
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物 及 び 構 築 物
機械装置及び運搬具
土 地
器 具 及 び 備 品

無 形 固 定 資 産
の れ ん
ソ フ ト ウ エ ア

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
出 資 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

　

6,785,005
807,832
2,831,131
1,382,760
1,350,751
359,779
53,171
△420

2,736,471
1,690,368
671,277
30,529
956,795
31,765

156,903
119,571
37,331

889,199
582,456
218,921
17,406
70,414

　

流 動 負 債 5,306,313

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 5,005,834

電 子 記 録 債 務 167,559

賞 与 引 当 金 4,450

そ の 他 128,469

固 定 負 債 316,088

退 職 給 付 に 係 る 負 債 271,451

そ の 他 44,636

負 債 合 計 5,622,402

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,843,385

資 本 金 100,000

資 本 剰 余 金 3,069,597

利 益 剰 余 金 889,448

自 己 株 式 △215,660

その他の包括利益累計額 54,910

その他有価証券評価差額金 54,910

非 支 配 株 主 持 分 778

純 資 産 合 計 3,899,075

資 産 合 計 9,521,477 負 債 ・ 純 資 産 合 計 9,521,477

連結貸借対照表
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連結損益計算書

(自　2024年 4 月 1 日
至　2025年 3 月31日)

（単位：千円）
科 目 金 額
売 上 高 16,888,324
売 上 原 価 14,883,838

売 上 総 利 益 2,004,485
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,014,682

営 業 損 失 10,197
営 業 外 収 益 48,501

受 取 利 息 157
受 取 配 当 金 24,429
設 備 賃 貸 料 11,765
保 証 債 務 取 崩 額 76
受 取 保 険 金 9,034
そ の 他 3,088

営 業 外 費 用 11,131
手 形 売 却 損 9,048
支 払 手 数 料 2,000
持 分 法 に よ る 投 資 損 失 40
そ の 他 42

経 常 利 益 27,173
特 別 利 益 63,403

固 定 資 産 売 却 益 274
投 資 有 価 証 券 売 却 益 63,128

特 別 損 失 24,260
減 損 損 失 1,526
事 務 所 移 転 費 用 22,733

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 66,316
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 31,974
法 人 税 等 調 整 額 6,325
法 人 税 等 合 計 38,299
当 期 純 利 益 28,016
非 支 配 株 主 に 帰 属 す る 当 期 純 利 益 0
親会社株主に帰属する当期純利益 28,016

連結損益計算書
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連結株主資本等変動計算書

(自　2024年 4 月 1 日
至　2025年 3 月31日)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計
当 期 首 残 高 100,000 3,069,597 895,232 △215,531 3,849,298
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △33,799 △33,799
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 28,016 28,016

自己株式の取得 △129 △129
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － △5,783 △129 △5,912
当 期 末 残 高 100,000 3,069,597 889,448 △215,660 3,843,385

（単位：千円）
そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

非 支 配 株 主 持 分 純 資 産 合 計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 132,369 132,369 778 3,982,445
当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △33,799
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 28,016

自己株式の取得 △129
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △77,458 △77,458 0 △77,457

当 期 変 動 額 合 計 △77,458 △77,458 0 △83,370
当 期 末 残 高 54,910 54,910 778 3,899,075

連結株主資本等変動計算書
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連結注記表

建物及び構築物 ６～49年
機械装置及び運搬具 ４～12年
その他 ３～15年

連結注記表
Ⅰ. 連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１. 連結の範囲に関する事項

⑴ 連結子会社の数 ２社
⑵ 連結子会社の名称 関東流通株式会社

ファイビストオフィス株式会社
２. 持分法の適用に関する事項

⑴ 持分法適用関連会社の数 １社
⑵ 持分法適用関連会社の名称 株式会社未来戦略研究所

３. 連結子会社の決算日等に関する事項
連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。

４. 会計方針に関する事項
⑴ 重要な資産の評価基準および評価方法

① 有価証券
その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）を採用しております。

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法を採用しております。
② 商品 先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方

法）を採用しております。
⑵ 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く） 定率法（ただし、親会社の建物（附属設備を除く）は定額法）
を採用しております。2016年４月１日以後に取得した附属設
備及び構築物は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

② 無形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアに
ついては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
を採用しております。

③ リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用
しております。
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⑶ 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額
に基づき計上しております。

⑷ 退職給付に係る会計処理の方法 当社および一部の連結子会社は、退職給付に係る負債および退
職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支給額を
退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。

⑸ のれんの償却方法および償却期間 のれんは20年間の定額法により償却しております。
⑹ 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
⑺　重要な収益および費用の計上基準

当社グループは、紙および紙加工品等の商品の販売を主な事業としております。これら商品の販売につ
いては、原則として顧客が商品を受領した時点において当該商品に対する支配が顧客に移転し履行義務
が充足されると判断し、当該時点で収益を認識しております。また、商品の販売に対する取引の対価
は、商品の引き渡し後、概ね３か月以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりません。

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準
第20-３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計
基準適用指針第28号 2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65-２項（2）ただし
書きに定める経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響は
ありません。
　また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結計算
書類における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当連結会計期間の期首
から適用しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の
連結計算書類となっております。なお、当該会計方針の変更による前連結会計年度の連結計算書類への影響
はありません。
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Ⅲ．会計上の見積りに関する注記
１．仕入値引の未収入金

⑴当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
未収入金　　124,105千円

⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

　仕入値引は、販売実績や仕入実績に応じて仕入先から値引額を受領しておりますが、入金日は翌連
結会計年度になるため、当連結会計年度に発生していると認められる金額については未収入金を計上
しております。

②　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
　仕入値引は、市況価格や仕入先の動向が仕入値引の金額決定に影響を与えるため、当該情報に関す
る数量や単価に基づいて仕入値引を見積計上しております。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　仕入値引は、市況価格や仕入先の動向、市場環境の変化の影響を受けるほか、感染症等の予測困難
な事象の発生に影響を受けるおそれがあるなど不確実性を伴うため、未収入金が回収できない場合は
翌連結会計年度の連結計算書類に影響を与える可能性があります。

２．繰延税金資産の回収可能性
⑴　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

繰延税金資産（純額）　　　　　　　　　　　　  17,406千円
⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法
　　将来減算一時差異に対して、将来の収益力に基づく課税所得及びタックス・プランニング等により
　繰延税金資産の回収可能性を判断しております。

②　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定
　　将来の収益力に基づく課税所得は、当社事業計画の数値を基に、経営環境や計画実績等を考慮・
　適宜修正し、見積りを行っております。

③　翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
　　課税所得が生じる時期及び金額は、当社グループの主要取引先である印刷業を取り巻く外部環境
　や、将来の不確実な経済状況の変動等によって影響を受ける可能性があり、実際に生じた課税所得の
　時期及び金額が見積りと異なった場合、当連結会計年度の連結計算書類に計上した繰延税金資産の取
　崩しが発生する可能性があります。

－ 26 －



事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2025/05/26 13:06:37 / 24178279_株式会社共同紙販ホールディングス_招集通知_電子提供措置用

連結注記表

⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 1,515,406千円

⑵ 貸倒引当金直接控除額 93千円
⑶ 受取手形裏書譲渡高 125,228千円
⑷ 手形債権流動化による譲渡高 699,339千円
⑸ 手形債権流動化による受取手形譲渡代金

未収入金 234,189千円

用 途 種 類 場 所 金 額

事業用資産 器具及び備品 愛知県名古屋市 904千円

事業用資産 器具及び備品 福岡県福岡市 621千円

合 計 1,526千円

Ⅳ. 連結貸借対照表に関する注記

　　上記減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

Ⅴ.　連結損益計算書に関する注記
当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。
⑴ 減損損失を認識した資産グループの概要及び減損損失の金額

⑵ 減損損失を認識するに至った経緯
　当該事業用資産について、営業活動から生じる損益が継続してマイナスであり、将来キャッシュフロー
によって帳簿価額の全額を回収できる可能性が低いと判断し、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該
減少額を減損損失として特別損失に計上しております。

⑶ 資産のグルーピングの方法
　事業用資産については、管理会計上の区分を基礎としてグルーピングしております。また、賃貸用資産
及び遊休資産については個々の物件ごとにグルーピングを行い、本社等については独立したキャッシュ・
フローを生み出さないことから共用資産としております。

⑷ 回収可能価額の算定方法
　回収可能価額は、使用価値により測定しております。使用価値は、将来キャッシュ・フローがマイナス
であるため、回収可能価額をゼロとしております。
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株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式（株） 735,344 － － 735,344

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式（株） 59,347 26 － 59,373

決 議 株式の種類 配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基 準 日 効 力 発 生 日

2024年５月10日
取 締 役 会 普通株式 33,799 50.00 2024年３月31日 2024年６月28日

・取締役会決議日 2025年５月８日
・配当金の総額 33,798千円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 50.00円
・基準日 2025年３月31日
・効力発生日 2025年６月30日

Ⅵ. 連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 発行済株式に関する事項

⑵ 自己株式に関する事項

（変動事由）
　増加数の内訳は、次の通りであります。

　　　単元未満株式の買取による増加　　26株

⑶ 配当に関する事項
① 配当金支払額

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度になるもの
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

投資有価証券 572,101 572,101 －

資産計 572,101 572,101 －

Ⅶ. 金融商品に関する注記
１. 金融商品の状況に関する事項

⑴ 金融商品に対する取組方針
　当社グループは、主に洋紙の卸売事業を行うための資金計画等に照らして、必要な資金を調達しており
ます。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用し、短期的な運転資金は銀行借入および手形債権流動
化により調達しております。

⑵ 金融商品の内容およびそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金及び電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金及び電子記録債務はほとんどが４ヶ月以内の支払期日であります。
　借入金は、主に運転資金に必要な資金調達を目的としたものであり、このうち一部は、変動金利である
ため金利の変動リスクに晒されております。

⑶ 金融商品に係る管理体制
① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権について、管理本部が主要な取引先の状況を定期的
にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収
懸念の早期把握や軽減を図っております。
　当期の連結決算日現在における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の連結貸借対照
表価額により表わされています。

② 市場リスク（金利の変動リスク）の管理
　借入金のうち一部は短期プライムレートに連動しており、たえず、金利動向を把握し、残高を管理
しております。

③  資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　当社グループは、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、
手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

２. 金融商品の時価等に関する事項
2025年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額については、次のとおりです。
なお、市場価格のない株式等は含まれておりません。

（単位：千円）

　現金及び預金、受取手形及び売掛金、電子記録債権、未収入金、支払手形及び買掛金、電子記録債務は、短
期間で決済されるものであるため時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略しております。

－ 29 －



2025/05/26 13:06:37 / 24178279_株式会社共同紙販ホールディングス_招集通知_電子提供措置用

連結注記表

区 分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 9,640

出資金 218,921

時　　価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 572,101 － － 572,101

合計 572,101 － － 572,101

　市場価格のない株式等
（単位：千円）

3. 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価は、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの
レベルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した

時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

⑴ 時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産
（単位：千円）

⑵ 金融負債及び時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
　　　　投資有価証券

上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、
その時価をレベル１の時価に分類しております。
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（単位：千円）
連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額

連結決算日における時価
当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

440,080 △5,324 434,756 450,000

報告セグメント
計

洋紙卸売事業 不動産賃貸事業 物流事業

売上高

顧客との契約から生じる収益 16,795,328 － 62,543 16,857,871

その他の収益 － 30,453 － 30,453

外部顧客への売上高 16,795,328 30,453 62,543 16,888,324

Ⅷ. 賃貸等不動産に関する注記
⑴ 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社グループでは、賃貸用のマンション（土地を含む）を有しております。
　2025年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸利益は18,352千円（賃貸収入は売上に、主な
賃貸費用は売上原価に計上）であります。

⑵ 賃貸等不動産時価等に関する事項

（注）１. 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２. 時価の算定方法

当該物件の時価は、不動産鑑定士による鑑定評価額及び、社外の不動産価格査定書に基づいております。

Ⅸ. 収益認識に関する注記
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当社グループは、顧客との契約から生じる収益を売上高として表示しており、収益を分解した情報は以下
のとおりであります。なお、地域別の収益は国内のみであります。

（単位：千円）

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は、「Ⅰ．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関す
る注記等　４．会計方針に関する事項　⑺重要な収益および費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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連結注記表

当連結会計年度（期首）
（2024年４月1日）

当連結会計年度（期末）
（2025年３月31日）

顧客との契約から生じた債権

受取手形及び売掛金 2,938,630 2,831,131

電子記録債権 1,115,996 1,382,760

⑴ １株当たり純資産額 5,766円96銭
⑵ １株当たり当期純利益 41円45銭

３．当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益の金額を理解するための情報
⑴　契約資産および契約負債の残高等

顧客との契約から生じた契約残高の内訳は以下のとおりであります。
（単位：千円）

（注）契約負債はありません。

⑵　残存履行義務に配分した取引価格
個別の予想契約期間が１年を超える重要な取引はありません。また、顧客との契約から生じる対価の中
に、取引価格に含まれていない重要な金額はありません。

Ⅹ. １株当たり情報に関する注記
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貸借対照表

（2025年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部
流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
電 子 記 録 債 権
商 品
前 払 費 用
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具
器 具 及 び 備 品
土 地

無 形 固 定 資 産
の れ ん
ソ フ ト ウ エ ア

投 資 そ の 他 の 資 産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関係会社長期貸付金
出 資 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

　

6,598,368
620,330
235,750
2,587,770
1,382,760
1,350,751
42,213
366,407
12,805
△420

2,907,328
1,657,233
670,737

540
5,262
8,434
15,464
956,795
153,169
119,571
33,598

1,096,925
581,741
224,332
217,121
1,800
1,514
70,414

　

流 動 負 債 5,462,064
買 掛 金 4,997,004
電 子 記 録 債 務 167,559
関 係 会 社 短 期 借 入 金 153,000
未 払 金 19,627
未 払 費 用 71,633
未 払 法 人 税 等 3,831
前 受 金 2,139
預 り 金 8,617
そ の 他 38,649

固 定 負 債 261,163
退 職 給 付 引 当 金 233,507
預 り 保 証 金 10,208
資 産 除 去 債 務 8,988
リ ー ス 債 務 8,459

負 債 合 計 5,723,227
純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,727,559
資 本 金 100,000
資 本 剰 余 金 3,069,597
そ の 他 資 本 剰 余 金 3,069,597

利 益 剰 余 金 773,622
利 益 準 備 金 42,464
そ の 他 利 益 剰 余 金 731,157
繰 越 利 益 剰 余 金 731,157

自 己 株 式 △215,660
評価・換算差額等 54,910
その他有価証券評価差額金 54,910
純 資 産 合 計 3,782,470

資 産 合 計 9,505,697 負 債 ・ 純 資 産 合 計 9,505,697

貸 借 対 照 表
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損益計算書

(自　2024年 4 月 1 日
至　2025年 3 月31日)

（単位：千円）
科 目 金 額
売 上 高 16,904,272
売 上 原 価 14,913,197

売 上 総 利 益 1,991,075
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,030,750

営 業 損 失 39,675
営 業 外 収 益 43,870

受 取 利 息 及 び 配 当 金 20,029
設 備 賃 貸 料 11,765
保 証 債 務 取 崩 額 76
受 取 保 険 金 9,034
そ の 他 2,965

営 業 外 費 用 13,347
支 払 利 息 2,256
手 形 売 却 損 9,048
支 払 手 数 料 2,000
そ の 他 42

経 常 損 失 9,151
特 別 利 益 63,403

固 定 資 産 売 却 益 274
投 資 有 価 証 券 売 却 益 63,128

特 別 損 失 24,260
減 損 損 失 1,526
事 務 所 移 転 費 用 22,733

税 引 前 当 期 純 利 益 29,991
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 22,105
法 人 税 等 調 整 額 5,187
法 人 税 等 合 計 27,292
当 期 純 利 益 2,698

損 益 計 算 書
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株主資本等変動計算書

(自　2024年 4 月 1 日
至　2025年 3 月31日)

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計その他資本

剰 余 金
資本剰余金
合 計 利益準備金

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 100,000 3,069,597 3,069,597 42,464 762,259 804,723 △215,531 3,758,789

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △33,799 △33,799 △33,799

当 期 純 利 益 2,698 2,698 2,698

自 己 株 式 の 取 得 △129 △129

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － － － △31,101 △31,101 △129 △31,230

当 期 末 残 高 100,000 3,069,597 3,069,597 42,464 731,157 773,622 △215,660 3,727,559

（単位：千円）
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
その他有価証券評価差額金 評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 132,369 132,369 3,891,159

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △33,799

当 期 純 利 益 2,698

自 己 株 式 の 取 得 △129

株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ） △77,458 △77,458 △77,458

当 期 変 動 額 合 計 △77,458 △77,458 △108,689

当 期 末 残 高 54,910 54,910 3,782,470

株主資本等変動計算書
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個別注記表

建物 ６～49年
構築物 10～20年
機械及び装置 12年
器具及び備品 ３～15年

個別注記表
Ⅰ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴ 有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式および関連会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用して
おります。
市場価格のない株式等

移動平均法による原価法を採用しております。
⑵ 棚卸資産の評価基準および評価方法

商品 先入先出法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方
法）を採用しております。

⑶ 固定資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く） 定率法（ただし、建物（附属設備を除く）は定額法）を採用し

ております。2016年４月１日以後に取得した附属設備及び構
築物は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

無形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアに
ついては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法
を採用しております。
また、のれんの償却については、20年間の定額法により償却
を行っております。

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用
しております。

⑷ 引当金の計上基準
貸倒引当金
　売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
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個別注記表

繰延税金資産（純額） 1,514千円

退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上して
おります。

⑸ 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
⑹　重要な収益および費用の計上基準

当社は、紙および紙加工品等の商品の販売を主な事業としております。これら商品の販売については、原
則として顧客が商品を受領した時点において当該商品に対する支配が顧客に移転し履行義務が充足される
と判断し、当該時点で収益を認識しております。また、商品の販売に対する取引の対価は、商品の引き渡
し後、概ね３か月以内に受領しており、重要な金融要素は含んでおりません。

Ⅱ．会計方針の変更に関する注記
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
　「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号 2022年10月28日。以下
「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しております。
　法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-３項ただし書きに定める経過的
な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。

Ⅲ．会計上の見積りに関する注記
１．仕入値引の未収入金
　⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

未収入金　　124,105千円
　⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

連結計算書類「連結注記表　Ⅱ.会計上の見積りに関する注記　1.仕入値引の未収入金　（2）識別した項
目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」に記載した内容と同一であります。

２．繰延税金資産の回収可能性
　⑴　当事業年度の計算書類に計上した金額

　⑵　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
連結計算書類「連結注記表　Ⅱ.会計上の見積りに関する注記　２.繰延税金資産の回収可能性　（2）識
別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報」に記載した内容と同一であります。
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個別注記表

⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 1,447,102千円

⑵ 関係会社に対する長期金銭債権 217,121千円
⑶ 関係会社に対する短期金銭債務 153,000千円
⑷ 貸倒引当金直接控除額 93千円
⑸ 受取手形裏書譲渡高 125,228千円
⑹ 手形債権流動化による譲渡高 699,339千円
⑺ 手形債権流動化による受取手形譲渡代金
　　　未収入金 234,189千円

売上高 78,491千円
仕入高 905,939千円
その他の営業取引高 208,968千円

株 式 の 種 類 当事業年度期首
株 式 数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度 末
株 式 数

普 通 株 式 59,347株 26株 －株 59,373株

Ⅳ. 貸借対照表に関する注記

　　上記減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。

Ⅴ. 損益計算書に関する注記
関係会社との営業取引高

Ⅵ. 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類および株式数に関する事項

（変動事由）
　増加数の内訳は、次の通りであります。

　　　単元未満株式の買取による増加　　26株
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個別注記表

繰延税金資産
貸倒引当金 207千円
退職給付引当金 82,731千円
土地有税評価減 4,481千円
子会社株式評価減 91,155千円
投資有価証券評価減 29,594千円
その他 26,942千円
繰延税金資産小計 235,113千円
評価性引当額 △143,875千円

繰延税金資産合計 91,237千円
繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 △715千円
合併受入資産評価差額 △59,969千円
その他有価証券評価差額金 △29,037千円

繰延税金負債合計 △89,723千円
繰延税金資産の純額 1,514千円

Ⅶ. 税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
　　「所得税法等の一部を改正する法律」（2025年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立し、2026
　　年４月１日以後に開始する事業年度から、防衛法人特別税が課されることとなりました。これに伴い、繰延
　　税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率は従来の34.59%から2026年４月１日に開始
　　する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異については35.43%に変更して計算しております。
　　なお、この変更に伴う影響は軽微であります。
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個別注記表

種類 会社等の名称
又 は 氏 名 所在地 資 本 金 又 は

出資金（千円）
事業の内容
又 は 職 業

議決権等の
所 有 ( 被 所
有)割合(％)

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

法人主要
株主

日本紙通商㈱ 東京都
千代田区 1,000,000 卸売業 (被所有)

直接 11.6 商品の仕入 洋紙等の購入 4,518,826 買掛金 1,920,745

日本紙パルプ
商事㈱

東京都
中央区 16,648,920 卸売業 (被所有)

直接 10.6 商品の仕入 洋紙等の購入 1,068,298 買掛金 261,563

種類 会社等の名称
又 は 氏 名 所在地 資 本 金 又 は

出資金（千円）
事業の内容
又 は 職 業

議決権等の
所 有 ( 被 所
有)割合(％)

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額

（千円） 科目 期末残高
（千円）

子会社

ファイビスト
オフィス㈱

東京都
台東区 500 卸売業 (所有)

直接　20.0 商品の仕入

資金の貸付 －
関 係 会
社 長 期
貸 付 金

217,121

洋紙等の購入 929,679 買 掛 金 93,889

利息の受取 3,228 － －

関東流通㈱ 埼玉県
戸田市 100,000 倉庫業 (所有)

直接100.0
資金の借入
役員の兼任

資金の借入 －
関 係 会
社 短 期
借 入 金

153,000

利息の支払 2,256 － －

関連会社 ㈱未来戦略
研究所

東京都
千代田区 3,000 調査研究 (所有)

直接　33.3 役員の兼任 － － － －

Ⅷ. 関連当事者との取引に関する注記
⑴ 当社の親会社および主要株主（会社等に限る）等

（注）取引条件および取引条件の決定方針等
仕入価格の決定は、市場価格および同業競合価格等を勘案し、折衝の上、調整しております。

⑵ 当社の子会社および関連会社等

（注）取引条件および取引条件の決定方針等
仕入価格の決定は、市場価格および同業競合価格等を勘案し、折衝の上、決定しております。
貸付金および借入金の金利は、市場金利の動向を勘案し、折衝の上、決定しております。

－ 40 －
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個別注記表

⑴ １株当たり純資産額 5,595円61銭
⑵ １株当たり当期純利益 3円99銭

Ⅸ. 収益認識に関する注記
⑴ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号
2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）第80-26項の定めに従って注記を省略しており
ます。

⑵ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は、「Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関
する注記⑹重要な収益および費用の計上基準」に記載のとおりであります。

⑶ 当期および翌期以降の収益の金額を理解するための情報
当期および翌期以降の収益の金額を理解するための情報は、収益認識会計基準第80-26項の定めに従って
注記を省略しております。

Ⅹ. １株当たり情報に関する注記

－ 41 －
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2025年５月20日

株式会社共同紙販ホールディングス
取締役会　御中

永和監査法人
東京都中央区
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 芦 澤 宗 孝
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 佐 藤 弘 章

　監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社共同紙販ホールディングスの2024年
４月１日から2025年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠して、株式会社共同紙販ホールディングス及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る
期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当
監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、
また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用に
おける取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人
はその他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、
その他の記載内容と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどう
か検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか
注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
連結計算書類に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが

連結計算書類に係る会計監査報告

－ 42 －



事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告

株
主
総
会
参
考
書
類

2025/05/26 13:06:37 / 24178279_株式会社共同紙販ホールディングス_招集通知_電子提供措置用

連結計算書類に係る会計監査報告

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続
企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による
重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算
書類に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に
又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性が
あると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応
した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の
基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制
を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性
が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告
書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の
注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付意見を表明することが求められている。
監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業
は継続企業として存続できなくなる可能性がある。
・　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに
連結計算書類が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
・　連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な
監査証拠を入手する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。
監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守した
こと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための
対応策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している
場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
2025年５月20日

株式会社共同紙販ホールディングス
取締役会　御中

永和監査法人
東京都中央区
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 芦 澤 宗 孝
指 定 社 員
業務執行社員 公認会計士 佐 藤 弘 章

　
監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社共同紙販ホールディングスの
2024年４月１日から2025年３月31日までの第74期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益
計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）に
ついて監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示している
ものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の
基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査
法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としての
その他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を
入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し
開示することにある。また、監査等委員会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用に
おける取締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人は
その他の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その
他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討
すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を
払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その
事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
計算書類等に対する経営者及び監査等委員会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を
作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成
し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切で
あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に
関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することに
ある。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に
対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集
計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判
断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業
的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応し
た監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎
となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。
・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人
は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制
を検討する。
・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積り
の合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。
・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査
証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が
認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書
において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項
が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論
は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業と
して存続できなくなる可能性がある。
・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類
等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。
　監査人は、監査等委員会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部
統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について
報告を行う。
　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応
策を講じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合
はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査等委員会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第74期事業年度における取締役の職務の
執行を監査いたしました。その方法及び結果について以下のとおり報告いたします。
１. 監査の方法及びその内容
　監査等委員会は、会社法第399条の13第１項第１号ロ及びハに掲げる事項に関する取締役会決議の内容並び
に当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について取締役及び使用人等からその構築及び
運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明するとともに、下記の方法で
監査を実施しました。
①　監査等委員会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、会社の内部統制部門と連携の上、重要な会議
に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行に関する事項の報告を受け、必要に応じて説明を求め、
重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査しました。また、子
会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から
事業の報告を受けました。
②　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、
　会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監
査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる
事項）を「監査に関する品質管理基準」（企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要
　に応じて説明を求めました。
　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結
損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
２. 監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果
①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま
す。
②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められませ
ん。
③　内部統制システムに関する取締役会の決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システ
ムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人永和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
⑶ 連結計算書類の監査結果
　会計監査人永和監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
2025年５月21日

株式会社共同紙販ホールディングス　監査等委員会
監査等委員 川 島 英 明 ㊞
監査等委員 大 春 　 敦 ㊞
監査等委員 斉 藤 賢 司 ㊞
監査等委員 女 屋 　 健 ㊞

　（注）監査等委員川島英明、大春　敦、斉藤賢司及び女屋　健は、会社法第２条第15号及び第331条第６項に
規定する社外取締役であります。

監査等委員会の監査報告

以　上
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略歴、地位、担当、および重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 数

１

ぐん

郡
 

 
 

　
 

 
じ

司
 

 
 

　
 

 
かつ

勝
 

 
 

　
 

 
み

美
（1954年１月８日生）

【 再 任 】

    1983年    4 月 河内屋紙㈱（現㈱共同紙販ホールディング
ス）入社

    1994年    7 月 当社常務取締役管理本部長兼総合企画室長
兼経理部長兼財務部長

    2001年    6 月 当社専務取締役管理本部長兼総合企画室長
兼財務部長兼電算室長

    2003年    6 月 当社取締役副社長兼管理本部長
    2006年    6 月 当社代表取締役社長
    2008年    10月 関東流通㈱（当社子会社）代表取締役社長

（現任）
    2024年    ４ 月 当社代表取締役会長（現任）

10,318株

取締役候補者とした理由
郡司勝美氏は、2006年６月に当社代表取締役社長就任以来、幾多の企業再編の指揮を執り、強いリーダーシッ
プで成長戦略を牽引してきました。2024年４月より代表取締役会長に就任し、新経営体制のもと最高経営責任
者として更なる企業価値向上へ向けて貢献していることから、当社取締役として適任であると判断し、引き続き
取締役候補者といたしました。

株主総会参考書類
議案および参考書類
議　案　取締役（監査等委員である取締役を除く。）４名選任の件

　取締役（監査等委員である取締役を除く。以下、本議案において同じ。）全員（５名）は、
本総会終結の時をもって任期満了となります。つきましては、１名を減員して取締役４名の選任
をお願いいたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、当社の監査等委員会は、全ての取締役候補者について適任で
あると判断しております。

　取締役候補者は、次のとおりであります。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略歴、地位、担当、および重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 数

２

いち

市
 

 
 

　
 

 
かわ

川
 

 
 

　
 

 
ゆう

裕
 

 
 

　
 

 
ぞう

三
（1963年12月６日生）

【 再 任 】

    1988年    4 月 ㈱芳賀洋紙店（現㈱共同紙販ホールディン
グス）入社

    2010年    4 月 当社洋紙本部洋紙二部長
    2012年    4 月 当社大阪支店第二営業部長
    2015年    4 月 当社執行役員福岡支店長
    2017年    4 月 当社執行役員本店洋紙本部長
    2018年    6 月 当社取締役執行役員本店洋紙本部長
    2020年    4 月 当社取締役常務執行役員本店洋紙本部長
    2023年    4 月 当社取締役専務執行役員本店洋紙本部長
    2023年    ６月 当社代表取締役専務執行役員全店営業統括

兼本店洋紙本部長
    2024年    ４ 月 当社代表取締役社長執行役員（現任）

1,749株

取締役候補者とした理由
市川裕三氏は、当社入社以来、洋紙営業部門の要職を歴任し、主に印刷用紙販売の営業基盤強化と拡大に尽力し
てきました。2024年４月より代表取締役社長執行役員に就任し、新経営体制のもとこれまでの豊富な業務執行
経験を活かして更なる企業価値向上へ向けて尽力していることから、当社取締役として適任であると判断し、引
き続き取締役候補者といたしました。

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略歴、地位、担当、および重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 数

３

かな

金
 

　
や

谷
 

　
よし

吉
 

　
の

之
 

　
すけ

助
（1954年７月７日生）

【 再 任 】

    1977年    4 月 ㈱芳賀洋紙店（現㈱共同紙販ホールディン
グス）入社

    2007年    6 月 はが紙販㈱（現㈱共同紙販ホールディング
ス）洋紙営業本部長

    2010年    6 月 当社取締役執行役員洋紙本部長
    2016年    4 月 当社取締役常務執行役員西日本営業統括兼

大阪支店長
    2020年    4 月 当社取締役専務執行役員全店営業統括

（現任）

2,682株

取締役候補者とした理由
金谷吉之助氏は、当社入社以来、印刷・情報用紙営業部門の要職を歴任し、現在、全店営業統括として営業部門
を中心に業務全般を熟知するとともに、全国の営業組織強化と監督に尽力していることから、当社取締役として
適任であると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。
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取締役（監査等委員である取締役を除く。）選任議案

候補者
番　号

氏 名
（ 生 年 月 日 ） 略歴、地位、担当、および重要な兼職の状況 所有する当社

の 株 式 数

４

さか

坂
 

 
 

　
 

 
もと

本
 

 
 

　
 

 
こう

浩
 

 
 

　
 

 
き

紀
（1954年９月24日生）

【 再 任 】

    1998年    7 月 河内屋紙㈱（現㈱共同紙販ホールディング
ス）入社

    2006年    6 月 当社取締役営業本部長代理兼営業推進部長
    2007年    6 月 関東流通㈱（当社子会社）代表取締役社長
    2010年    4 月 当社執行役員内部統制室長
    2011年    6 月 当社常勤監査役
    2016年    6 月 当社取締役常務執行役員社長室長
    2018年    4 月 当社取締役常務執行役員経営企画本部長兼

総務企画部長
    2023年    4 月 当社取締役専務執行役員経営企画本部長
    2023年    ６ 月 当社取締役専務執行役員経営企画本部長兼

監査室長（現任）

4,418株

取締役候補者とした理由
坂本浩紀氏は、当社入社以来、営業、物流、企画、監査等の要職を歴任し、広範かつ豊富な業務経験および実績
を踏まえ、現在、経営企画本部長として、経営体制の整備とESG経営の推進に尽力していることから、当社取締
役として適任であると判断し、引き続き取締役候補者といたしました。

（注）１. 当社は、取締役候補者郡司勝美氏が代表取締役社長を務めております関東流通㈱との間に営業取引
関係があります。

２. その他の取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
３. 取締役候補者の所有する当社の株式数には、共同紙販役員持株会における持分を含めた実質持株数を

記載しております。
４. 当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結して

おり、当該保険契約の概要は、事業報告に記載のとおりです。取締役候補者の選任が承認され
　　ますと、引き続き当該保険契約の被保険者に含められることとなります。

また、当該保険契約は次回更新時においても同内容での更新を予定しております。

以　上
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取締役のスキル

氏名 役職 独立
役員

指名
報酬
諮問
委員会

取締役のスキル

業界
知見

企業
経営 営業 財務

会計
人事
労務

法務
リスク
マネジ
メント

グロー
バル

ESG
サステ
ナビリ
ティ

郡司　勝美 代表取締役
会長 〇 ● ● ● ● ● ● ●

市川　裕三 代表取締役
社長執行役員 ● ● ● ● ●

金谷吉之助 取締役
専務執行役員 ● ● ●

坂本　浩紀 取締役
専務執行役員 ● ● ● ● ● ●

川島　英明 社外取締役
監査等委員 〇 〇 ● ● ● ●

大春　　敦 社外取締役
監査等委員 〇 〇 ● ● ● ● ● ●

斉藤　賢司 社外取締役
監査等委員 ● ● ● ●

女屋　　健 社外取締役
監査等委員 ● ● ● ●

【ご参考】株主総会終了後の取締役会のスキルマトリックス

　議案が原案通り承認可決された場合の、各取締役に特に期待される分野は以下の通りです。

※上記は、各人の有するすべての知見や経験を表すものではありません。
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地図

（交　通）「日本橋駅」Ａ７出口　直結

　

（東西線・銀座線・浅草線）
「東京駅」　八重洲北口徒歩８分
（ＪＲ線）

株主総会会場ご案内図
（会　場） 東京都中央区八重洲一丁目３番７号

八重洲ファーストフィナンシャルビル３階
ベルサール八重洲　「Room４」
電話　（03）3548-3770

株主総会会場

(八重洲ファーストフィナンシャルビル)
ベルサール八重洲

高島屋

八重洲通り

八重洲
南口

八重洲中央口

八重洲北口

ＪＲ
東京駅 大丸

永代通り 東京メトロ東西線

首都高速道路

東京メトロ
半蔵門線

コレド日本橋

ベルサール
東京日本橋

Ａ７

日本橋駅(東西線)
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